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平成１９年度
飼料自給率向上に向けた行動計画（案）

平成１９年２月
農林水産省生産局畜産部



　　１　自給飼料増産

１８年度の取組で明らかになった課題 １９年度の対応方向

・ネットワークの構築等取組体制･数は増加。
・出来上がったネットワークの枠組みを活かした作
付面積の増加等具体的な数値が達成されていない。
・重点地区の取組の波及が不十分。

・飼料作付面積増加目標の設定（２万ha増）。
・ネットワークの活用強化。
・飼料増産重点地区における目標値の設定と周辺地
域への波及。

水田における飼料作物の
作付拡大
　　・稲発酵粗飼料
　　　（WCS）の作付拡大
　　・水田裏の活用

・19年作付面積目標5,000haを達成見込。
・水田転作における麦や大豆との競合等により、Ｗ
ＣＳの位置づけが弱い地域が未だ存在。

・19年度から新たに開始される耕畜連携水田活用対
策を活用した作付推進。
・稲ＷＣＳコーディネーター研修の開催。
・20年度における作付面積目標の設定(7,500ha)。
・水田裏を活用した飼料作物（ﾎｰﾙｸﾛｯﾌﾟ用麦等）の
作付を推進。

とうもろこしの作付拡大

・作業労力の低減が可能な作業体系や、地域に適し
た収量の高い奨励品種等の普及が不十分。

・低コスト化と省力化につながる、細断型ロール
ベーラ作業体系、地域に適した奨励品種の普及・導
入を推進。
・作付面積目標の設定（85,000ha）。

放牧の推進

・耕作放棄地や転作水田等を活用した肉用牛放牧の
取組みが拡大しているものの、地域的な取組みへの
偏りは引き続き存在し、水田放牧頭数は3,270頭と
目標の5,000頭に達しなかった。
・放牧未実施地域における関係者の理解を深め、放
牧経験牛の円滑な確保を図る必要。

・放牧伝道師を活用した実証展示や現地研修会の開
催による関係者の理解醸成。
　水田放牧頭数（肉用牛）　目標：5,000頭
・現地検討会やシンポジウムを内容とする放牧サ
ミットの開催。

国産稲わら利用拡大

・稲わらの需要量に見合った国産稲わらの供給を実
現するため、広域流通体制の整備が必要。

・ストックポイントの設置、再梱包機（コンパクト
ベール）等の普及・導入等、モデル的な広域流通体
制の確立を推進。
・稲わらの需要量に見合った自給率１００％を実
現。

外部化の推進

・コントラクターは、組織数は着実に増加している
ものの、地域的な偏りや共同作業的な組織にとど
まっているケースも多い。

・コントラクターアドバイザーの活用、コントラク
ター養成研修等を通じ組織化と中核的組織への発展
促進。
・コントラクターによる受託面積拡大120千ha。

の推進

平成１８年度の取組課題と平成１９年度の対応方向（案）

項目

飼料増産運動
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　　２　食品残さの飼料化推進（エコフィード）

１８年度の取組で明らかになった課題 １９年度の対応方向

・全国的にエコフィードの優良事例がみられる一方
で、畜産農家、畜産物流通業者、配合飼料メーカー
等において、消費者に不安感を与えるとして、エコ
フィードの利用に消極的な者もみられる。また、実
際に、エコフィードに対する不安感を持つ消費者も
みられる。

  消費者等に対する不安感の払拭、循環型取組との
理解を深めるため、エコフィードやエコフィード利
用畜産物に関する一層の普及・広報を目的に、
・シンポジウム開催やリーフレット等によるＰＲ。
・食育等の取組の一貫として現地見学等の推進。
・安全性ガイドラインの一層のＰＲ。
・エコフィード利用畜産物の科学的評価・ＰＲの検
討。

・エコフィードへの関心が高まっているが、食品循
環資源の発生・加工・利用の状況等の情報を関係者
が容易に入手することが困難。
 　 また、飼料は、家畜に毎日一定の品質・量を供
給する必要があるが、食品循環資源の発生・供給は
不安定であり、地域においてエコフィードの安定的
な供給・利用が可能となる体制の整備が必要。

各地域のエコフィードの安定的な利用体制を確立す
るため、
・エコフィード認証制度の創設に向けた取組の推
進。
・全国的な食品循環資源の排出・利用実態や畜産生
産者の意向調査等を実施し、ＨＰ等も活用した情報
提供を検討・実施。
・エコフィード流通を調整するオルガナイザーの育
成・確保、関係者の研修等。
・バイオマスタウン構想との連携強化等によるエコ
フィードの安定的な供給・利用体制の確立推進。
・流通拠点であるリサイクル飼料製造施設の増加
（H18:141→H19目標:150）。

・食品残さの飼料化やエコフィードを用いた飼養に
関する技術は確立しつつあるものの、その技術の普
及・定着が十分でない。

エコフィード推進のための技術面での支援するた
め、
・全国の大学や試験研究機関等の技術者・専門家と
の連携を強化・技術面でのサポートの実施。
・品質の安定性の確保を図るため、栄養特性評価手
法を確立。

・エコフィードの一層の推進の観点から、食料・農
業・農村政策審議会及び中央環境審議会の合同会議
で提言された食品リサイクル制度の見直しの活用・
対応の検討が必要。

・新たな食品リサイクル制度の活用・対応のための
具体的な実践方策を検討・実施。新たな食品リサイクル制度

への対応

項目

消費者等に対する理解醸成

安定的利用体制の整備

技術の普及・定着の推進
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平成１９年度飼料自給率向上に向けた行動計画（案）

【粗飼料増産】

【食品残さの飼料化（ｴｺﾌｨｰﾄﾞ）の推進】

○飼料作物作付面積の減少に歯止めをかけ、増加に転換
○食品残さ飼料化（エコフィード）の安定的利用促進

エコフィードの安定的利用促進

飼料作物作付面積の減少に歯止めをかけ、
増加に転換 ２万ｈａの増加を目標

○新たな耕畜連携水田活用対策を活用
した稲発酵粗飼料の作付拡大

○新しい作業体系や品種の導入による
トウモロコシの作付拡大

○広域流通体制の確立による国産稲わ

らの利用促進
○ ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、 現地検討会の開催を通じ
た放牧の推進

○受託組織等による飼料生産の外部化

の推進

○安定的利用体制の整備
○技術の普及・定着
○新たな食品ﾘｻｲｸﾙ制度の活用・対応

○食品残さネットワークの整備
○エコフィード認証制度の検討
○技術者・専門家との連携強化
○栄養特性評価手法の開発
○食品ﾘｻｲｸﾙ制度の活用･対応の実践

○稲発酵粗飼料の作付拡大 +2,500ha
○ ﾄｳﾓﾛｺｼの作付拡大 +   600ha
○国産稲わらの自給１００％の達成

○水田放牧の取組拡大
肉用牛放牧頭数 5,000頭

○ ｺﾝﾄﾗｸﾀｰによる受託作業面積
120千ｈａ

○ 地域の飼料増産への取組の核となる
専門指導者の育成

○人材育成の拡大

放牧伝道師、稲発酵粗飼料ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、ｺﾝﾄﾗｸﾀｰｱ

ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 各50名 計150名の育成

○消費者等に対する理解を醸成し、エコフィード
の安定的な利用を促進



項　　目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

○飼料増産運動

○WCS(稲発酵粗飼料)の作付拡大

○トウモロコシの作付拡大

○国産稲わら利用拡大

○放牧の推進
　　（水田放牧の推進）

○外部化の推進

○全国・地域シンポジウム等の開催

○技術者・専門家との連携強化

○エコフィード認証制度の検討

○新たな食品リサイクル制度への対応

　　飼料自給率向上に向けた平成１９年度行動計画（工程表）（案）

19年産裏作ﾄｳﾓﾛｺｼ
作付増進重点活動

平成19年度行動計画の点検・検証
平成20年度行動計画の策定

19年産WCS作付増進重点活動

各主体ごとの飼料自給率向上戦略会議
　（都道府県、農業団体）

１　飼料自給率向上のための
    推進体制の整備

２　自給飼料増産のための
    具体的行動計画の策定と検
証

放牧サミットの開催

19年産稲わら仲介・斡旋重点活動

　20年産ＷＣＳ作付増進重点活動

　草地コンクールの開催

現 地 検 討会

 飼料自給率向上戦略会議

 第２回幹事会

　ブロック会議の開催

飼料増産重点地区の検証

ｺﾝﾄﾗｸﾀｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
研修の開催

WCSｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
研修の開催

放牧伝道師
養成研修の開催

 第１回幹事会

飼料増産重点地区の19年度計画とりまとめ

平成19年度行動計画の策定
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平成19年度行動計画の点検・検証
平成20年度行動計画の策定

飼料増産重点地区の追加登録

　コントラクター実態調査

19年産稲わら　収集活動強化

　放牧可能地仲介・斡旋
　（水田放牧可能地について重点的に取り組む）
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19年産稲わら　（広域）需給調整

 第３回幹事会

全国飼料増産行動会議全国飼料増産行動会議

水田放牧の取組拡大
（肉用牛の増頭）

　国産稲わらの飼料利用の拡大と
　自給１００％の達成

肉用牛増頭戦略会議

参　　考

飼料作付面積の拡
大

稲発酵粗飼料
作付面積の拡大

トウモロコシの
作付拡大

農林水産省
飼料自給率向上戦略会議

　20年産ﾄｳﾓﾛｺｼ作付増進重点活動

コントラクターの受託作業面積の拡大

全国コントラクター
連絡協議会の開催

３　食品残さ飼料化推進のための
　　具体的行動計画の策定と検証

  全国シンポジウムの開催

全国食品残さ 飼料化行動会議

平成19年度行動計画の策定 平成19年度行動計画の点検・検証
平成20年度行動計画の策定

全国食品残さ飼料化行動会議

　エコフィード安全性確保
  ガイドラインのＰＲ

　食品循環資源の排出実態調
査

　人材育成研修等の会催

　食品残さネットワークづくり
 （調査結果の取りまとめ・公表）

エコフィード認証制度の検討

　　飼料分析・データの蓄積

エコフィード栄養特性評価手法の開発

新たな食品リサイクル制度の活用の実践
新たな食品リサイクル制度
への対応検討

認証制度
立ち上げ

専門家ネットワークの整備 　エコフィード専門家の連携体制整備

畜産農家意向調査

　飼料利用工場実態調

食品リサイクル制度の見直し
（H18.12最終取りまとめに対する見直し）

 手法の確立・ＰＲ

　勉強会等の実施


